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研究成果の概要（和文）：　第一に全民衆駅について、建設承認の順番、年月日、改築の原因、建設費の国鉄民
間間の負担割合、建設後の駅本屋の不動産としての帰属、構内営業者名、営業種目、建設承認を受けた主体名、
開業年月についての情報を収集しまとめ、３つの類型（地方都市型民衆駅、大都市都市間交通ターミナル型民衆
駅、首都圏都市内交通ターミナル型民衆駅）を見出した上で、それぞれの類型の建設経緯の特徴を明らかにし
た。
　第二に初期の民衆駅の建設過程を池袋西口民衆駅と豊橋民衆駅を事例に明らかにした。池袋西口民衆駅は首都
圏都市内交通ターミナル型民衆駅、豊橋民衆駅は地方都市型民衆駅である。

研究成果の概要（英文）：First, for all MINSHU-EKI（General public station）, the order of 
construction approval, the years, the cause of the renovation, the proportion of the cost of 
construction between the national railroad and the private sector, and the station bookstore as real
 estate after construction. Collect information on attribution, name of the on-campus operator, 
business category, name of the entity approved for construction, and date of opening. In summary, 
three types (regional city, intercity transportation terminal type, and metropolitan area intracity 
transportation terminal type) were found. Secondly, the construction process of the early , 
Ikebukuro-Nishiguchi General Public Station and Toyohashi General Public Station, were used as 
examples.
Secondly, the construction process of the early General Public Station was illustrated in the case 
of Ikebukuro West Exit General Public Station and Toyohashi General Public Station.

研究分野：建築歴史・意匠

キーワード： 民衆駅　駅ビル　ターミナル駅　ハブ駅　区画整理　国鉄
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研究成果の学術的意義や社会的意義
本研究は、日本の近現代都市史研究において、駅とその周辺の市街地の形成過程を明らかにする上で重要な成果
となる。これまで戦後の都市形成については闇市に注目が集まり、全国の主要都市のことが明らかになって来た
が、その後に闇市と取って代わる駅ビルの建設については、私鉄資本の一部の事例しか明らかにされてこなかっ
た。さらに本研究は首都圏の事例と、地方の事例に注目し、闇市の整理から民衆駅の建設過程までを連続に検証
したことで、これまでの研究の大きな欠落を補う成果となった。
また、本研究は現在急激に進む全国のJR駅の再再開発において多様な当事者が歴史的文脈を議論するための土台
となる成果にもなったと考える。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属されます。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 
⑴ 研究代表者はこれまで、東京の鉄道ターミナル近傍の都市形成史を明らかにしてきた（石榑
督和『戦後東京と闇市』鹿島出版会、2016年ほか）。日本の大都市の鉄道ターミナルは、近世ま
での市街地のフリンジ、あるいはそのすぐ外側に位置する。東京では 1923年の関東大震災以降
に都市化が進んだエリアである。インナーリングのターミナルは、戦前から鉄道が集中して交通
の要所となり、特に戦後復興期に現在までの基盤をつくってきた。終戦直後から、闇市の形成が
進み、その後 1950年頃からは駅を中心としたエリアの戦災復興土地区画整理事業が進んだ。バ
ラックによって再生が進んだターミナル近傍は、戦災復興土地区画整理事業が進んだことで、資
本が投下されビル街へと姿を変えていった。近現代都市史において、こうしたエリアは都市の形
成を明らかにする上で極めて重要な場所である。 
 
⑵ 終戦直後からターミナル近傍で人・モノ・資本・情報が集中する場所となったのは闇市であ
ったが、復興が進むとその役割は駅ビルが担うようになる。この時、国鉄の駅ビルとして誕生し
たのが民衆駅であった。民衆駅とは、駅業務施設と鉄道関連事業施設（商業施設や宿泊施設、オ
フィスなど）の建設費の一部又は全部を国鉄以外の事業者が負担するもので、その条件として駅
舎の一部をその事業者に使用させることをあらかじめ定めて建設する駅をいう。民衆駅は大都
市のターミナル駅だけでなく、国鉄の全国の主要なハブ駅で建設された。鉄道ターミナルの駅ビ
ルの研究は、関西の戦前の私鉄ターミナルデパートを中心に一定の蓄積があるが、大阪や東京を
中心とした大都市圏の私鉄に限られ、全国を鉄道でつないだ国鉄の駅ビル開発の嚆矢となった
民衆駅については、これまで近現代都市史・建築史では体系的な研究が進んでいない。 
 
⑶ 戦後復興期、多くの地方都市では、戦前の市街地から駅前へと都市の重心が移動しつつあっ
た。そうした状況にあって、都市の顔をつくるという意味で民衆駅の建設は重要な意味を持ち、
地方都市では自治体が主体となって建設が進んでいる。民衆駅の研究は、地方都市の戦後史を考
える上で重要なテーマである。 
 
⑷ 一方で、55の民衆駅のうち 22の駅が首都圏に立地している。これは戦前にターミナルデパ
ートの開発が進んだ関西地方に対して、東京のターミナルは商業的な開発が進んでいなかった
ため、戦後に開発の余地が残されていたためである。民衆駅の歴史を体系的に把握することは、
国鉄の駅を中心とした国土レベルでの都市施設の建設を跡づけることになる。すなわち、国土レ
ベルでの鉄道ハブ駅の開発と、首都の主要ターミナル駅の開発を跡づけることになるのである。
現在、駅と駅前の街を一体的に開発する日本の都市再開発の手法は、都市開発の手法として東南
アジアへ輸出されている。本研究は日本の駅と駅前開発の手法を解明するものであり、現代の開
発技術を下支えする知見を得ることもできるであろう。 
 
２．研究の目的 
戦後復興期、国鉄の駅舎の復興のために民間資本を導入して建設され、全国に展開した民衆駅の
計画と建設の過程を明らかにしモデル化すること、それによって現在急激に進む全国の JR駅の
再再開発において多様な当事者が歴史的文脈を議論するための土台をつくりだすことが本研究
の目的である。具体的には、民衆駅として建設された全 55の駅舎を対象に、建設に関わった主
体（出願者、営業者組織）と、国鉄と民間の出資割合、建物の権利関係、駅機能以外の営業種目、
都市計画との関係を明らかにし、それぞれの駅舎建設に関わる主体と空間の関係性を探る。駅ビ
ルは戦後に全国で一般化した日本特有のビルディングタイプであり、民衆駅はその嚆矢となっ
た事業であるが、その全体像を捉える研究はなく、学術的にも実践的にも大きな意義を持つ。 
 
３．研究の方法 
⑴ 全国の民衆駅建設に際して行われた、設計標準の策定、法制度の整備とその運用実態を、事
業主体、建設費の出資割合、不動産の所有権に注目して整理する。 
 
⑵ 研究に必要な各種の情報は、取り壊された駅も含め全国の民衆駅を回り、①図書館・文書館・
地方自治体における体系的な文献調査、②駅舎の踏査、③関係者（現在の事業主体・営業者組織・
地方自治体）への聞き取り調査を実施して収集する。 
 
⑶ 以上の調査から全国の民衆駅の建設経緯と過程をモデル化し、そのメカニズムを解明する。 
 
４．研究成果 
⑴ 国鉄内部で民衆駅のパイロット事業として構想された池袋西口民衆駅の計画と建設の経緯
を、中心となって進めた伊藤滋の考えとともに明らかにした。また、建設の過程で深く関係した
戦災復興土地区画整理事業についても、区画整理以前以後の地割と換地を復原し、土地の権利関
係についても旧土地台帳から明らかにした。 
 
⑵ 民衆駅第一号として建設された豊橋民衆駅について、関連する公文書を現地で収集し、計画
と建設の経緯を明らかにした。また、豊橋民衆駅以降、地方都市の駅として建設された民衆駅の



建設方法と不動産所有形態、経営方式について共通点を見出し、それが戦後に民衆駅構想に深く
関わった国鉄の技術者である立花次郎の考えに基づくものであったことを明らかにした。 
 
⑶ 全国 55 の民衆駅について、建設承認の順番、年月日、改築の原因、建設費の国鉄民間間の
負担割合、建設後の駅本屋の不動産としての帰属、構内営業者名、営業種目、建設承認を受けた
主体名、開業年月についての情報を各種の公文書、文献から収集しまとめた上で、地方都市型民
衆駅、大都市都市間交通ターミナル型民衆駅、首都圏都市内交通ターミナル型民衆駅の３つの類
型を見出した（図 1）。またそれぞれのタイプの民衆駅について建設経緯をモデル化した。 
 

 
図１：全民衆駅の情報と類型 



⑷ 民衆駅構想に深く関わった技術者・建築家のうち、立花次郎と伊藤滋の戦後復興期の考えに
ついて、それぞれ本人の著作から情報をまとめ、さらに立花次郎が戦後復興期に盛んに唱えてい
た「国鉄の民衆化」について考え方を整理した。民衆駅構想には国鉄全体の経営の合理化の趨勢
の影響が見出された。またその参照先として、アメリカの鉄道が多く取り上げられていることも
明らかにした。 
 
⑸ 実際の民衆駅が建設される前に立花次郎が発表した「駅本屋の民衆化」に掲載された民衆駅
の平面図、および国鉄の建築家山崎兌が発表した「民衆駅基準平面図」について、実現していっ
たその後の民衆駅の建物と比較し、構想と実現した個別の民衆駅の建物の間にどのような変更
や多様性があったのかを明らかにした。 
 
⑹ 地方都市型民衆駅内に出店している営業者について、駅が立地する都市との関係を明らか
にするため、秋田民衆駅を事例とし、民衆駅内の営業者についてどのような営業者選定されてい
るかを明らかにした。民衆駅内に出店した営業者の多くは秋田市内で長年営業を行って来た商
店であり、民衆駅出店前の立地を地図上に復原したところほとんどが市内中心部に立地してい
ることが明らかになった。大きな商業集積としての民衆駅が、市内の商業と対立する関係にあっ
たわけではないことが判明した。 
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